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EBMとは？

Evidence based medicine is the conscientious, 

explicit, and judicious use of current best evidence 

in making decisions about the care of individual 

patients. The practice of evidence based medicine 

means integrating individual clinical expertise with 

the best available external clinical evidence from 

systematic research.

Sackett et al. 1996

 ポイントは（不確実性を伴う）意思決定を行うに際
して、既存のエビデンスを十分に活用することにあ
る。
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エビデンスに基づく国際開発事業

 EBMの考え方を国際開発領域に敷衍した「エビデン

スに基づく国際開発事業」も、要請される基本的な

行動様式は変わらない。

 つまり、既存のエビデンスを十分に活用して、期待

している効果をもたらす見込みが高い国際開発事業

に限られたリソースを配分していくこと。

 別の見方をすれば、アカウンタビリティのために評

価を行い、効果を確認することは本質ではない。

• ただし、国際場裡での発信目的に評価が行われるこ

とも少なくない（このモチベーションは今回の報告の対象外）。
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選択肢と不確実性

 途上国社会に発生している課題を解決するために何

を行うべきなのか？
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エビデンスの流れ

 エビデンスを活用するためには、

①利用者の意図に加えて、②十分な

エビデンスが存在しており、③そ

れが利用者に適切につたえられて

いる必要がある。

1. 国際開発領域のエビデンス蓄積の現

状は？

2. エビデンスはどのように提供されて

いるか？
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インパクト評価の変遷

 国際開発事業の介入効果を精緻に検証するインパク

ト評価（Rigorous Impact Evaluation: IE）が国際

開発評価の文脈で論じられるようになってから10余

年が経過した。
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1997 PROGRESAのRCTによる検証が開始＠メキシコ

2002 Innovation for Poverty Action (IPA) の設立

2003 The Abdul Latif Jameel Poverty Action Lab (J-PAL) の設立

2005 DAC開発評価ネットワーク (Evalnet) における議題に登場

2005 世界銀行にThe Development Impact Evaluation (DIME) Initiativeが立ち
上がる

2006 Center for Global DevelopmentによるEvaluation Gapの問題提起

Network of Networks on Impact Evaluation (NONIE)の発足

2008 International Initiative for Impact Evaluation (3ie) の設立



インパクト評価件数の推移
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インパクト評価件数の推移

Copyright © 2017 AOYAGI Keitaro. All Rights Reserved10 3ieのデータベースより作成。



インパクト評価の分野分布
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Health, nutrition
and population Education Social Protection Agriculture

Cameron et al.(2015)



インパクト評価の地域分布
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エビデンスを伝えるプラットフォーム
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その他、SR(675件) 、Evidence Gap Map(10件)、各種Briefといった

形で既存のエビデンスをつたえている。
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Evidence Gap Mapの例：
Primary and Secondary Education Evidence Gap Map

3ieのHPより。



小括

 過去10年で、国際開発領域のエビデンスは急増して

いる。ただし、分野や地域は偏りをみせており、エ

ビデンスギャップにも穴が多く、「つくる」取組は

まだまだ必要とされていることも事実。

 一方、産出されたエビデンスを利用者に伝えるため

のインフラはスタンダードが確立したといえる。

3. では、これらのエビデンスは使われているのか？
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エビデンス活用の実態

 国際開発領域におけるエビデンスに関わる取組は、

どちらかと言えば「つくる」作業に傾注してきた感

がある。

 国際開発領域の実務者におけるエビデンスの活用度

合いを示す包括的な調査結果はあまりない。

3-1. 既存のエビデンスはどの程度意思決定に影響を与え

ているのか？

3-2. 採用されたProven Interventionはどの程度ある

か？
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3ie

3ie(2017)
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停滞するエビデンスの活用

We are doing less scale-up [of proven programmes] than 

was originally intended … [research] doesn’t always lead 

to a packaged “do this” answer.

Dean Karlan, founder of IPA

Development policy and practice has not been 

systematically informed by, least been based on, 

scientific knowledge.

Laurenz Langer, Ruth Stewart, 

Yvonne Erasmus & Thea de Wet
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エビデンス活用の評価

 現在のエビデンスの活用状況については、不十分で

満足行く水準に達していないという評価がなされて

いる。

3-3. なぜエビデンスの活用状況は停滞しているのか？

3-4. エビデンスの活用を促進するために必要なことは何

か？
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不十分なエビデンス活用の原因探求

 エビデンスが十分に活用されていないとの認識のも

と、その原因を探求する調査・論考が提示され始め

ている。

① 世界銀行、及びドイツの国際開発コミュニティにおけ

る実務者の学術研究に対する意識調査。

② J-PALによる、エビデンスが政策決定に活用されない

理由の関係者へのヒアリング調査。

③ ヨハネスブルグ大学が行う評価キャパシティビルディ

ングのログフレーム分析と実践。

④ IDinsightによるエビデンス産出活動の実施目的に関

する分析。
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共通する活用停滞の原因

 各論考から共通して言及されるいくつかの阻害要因

が見て取れる。

① 「つかう」側（＝実務者）の意識、理解力がまだ不

足している。

② 外的妥当性に不安が残る。

③ 実務者が直面する不確実性（意思決定しなくてはい

けない事案）を直接的に扱っていない。

大事なことは、現在蓄積されている／産出しているエ

ビデンスの多くが実務者のニーズに合致していないと

いう認識。
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実務者と研究者の関心のズレ

It must be acknowledged that the set of research

questions that are most relevant to development policy

overlap only partially with the set of questions that are

seen to be in vogue by the editors of the professional

journals at any given time…academic concerns that

overlap imperfectly with the issues that matter to

development practitioners.

Martin Ravallion, 

Former Director, Development Research Group

World Bank
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The academic question was, ‘Does [the program] work?’

We know now that it does. But follow-on questions like,

‘What’s the optimal ratio of students to teaching

assistants—should it be four to one; eight to one; twelve

to one?’ That’s not a question you are going to get many

academics excited about spending a year and a half and

a couple hundred thousand dollars figuring out. But if

you're a large organization running remedial education,

you really ought to know the answer… we're doing less of

that type of research, things that are distinctly

nonacademic but that are necessary for policy.

Dean Karlan

Dean Karlan, founder of IPA
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エビデンス活用に向けた方策
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重要であることは疑いない。



Decision Focused Evaluation
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Decision Focused Evaluationの私的解釈

 蓄積されたエビデンスベースから検索して使うとい

うことに過度の期待をせず、自分の目の前の課題の

ためにテイラーメードの「つくる」作業を行ってい

くということ。

• 内的妥当性に過度に固執するよりも、質が低くても活

用されるエビデンスが重要となる。

• 実務者は、エビデンスを「つくる」「つかう」ための

主体／プロセスを一体化させていくという方向性を志

向してきている印象を持っている。
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JICAの取り組み

 日本のODAでは2006年頃から、当時のJBICにてイ

ンパクト評価の試行が始まった。

 2008年のJICA/JBICの統合以降、組織的取組が本格

化していく。

 現在21件のインパクト評価の報告書をウェブサイト

に掲載している。

• 現在進行中のインパクト評価は20件程度。

• 評価部、研究所、各事業部が実施をしている。

• 最近は調達制度や民間連携事業のインパクト評価など

新たな動きがある。
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JICA本部のEBP実施支援体制
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